
【資料　３】

○３年ごとに評価を実施する政策
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

政策１ 適正な行政管理の実施 ○ ○ ○

政策２ 行政評価等による行政制度・運営の改善 ○ ○

政策３ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等 ○ ○ ○

政策５ 地方財源の確保と地方財政の健全化 ○ ○ ○

政策６ 分権型社会を担う地方税制度の構築 ○ ○

政策７ 選挙制度等の適切な運用 ○ ○ ○

政策８ 電子政府・電子自治体の推進 ○ ○ ○

政策１１ 放送分野における利用環境の整備 ○ ○ ○

政策１２ 情報通信技術利用環境の整備 ○ ○ ○

政策１３ 電波利用料財源による電波監視等の実施 ○ ○

政策１４ ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 ○ ○ ○

政策１５ 郵政民営化の着実な推進 ○ ○ ○

政策１６ 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 ○ ○

政策１７ 恩給行政の推進 ○ ○ ○

政策１８ 公的統計の体系的な整備・提供 ○ ○ ○

○２年ごとに評価を実施する政策

政策４ 地域振興（地域力創造） ○ ○ ○ ○

政策９ 情報通信技術の研究開発・標準化の推進 ○ ○ ○ ○

政策１０ 情報通信技術高度利活用の推進 ○ ○ ○ ○

政策１９ 消防防災体制の充実強化 ○ ○ ○ ○
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※平成３０年度以降の評価実施サイクルについては、評価方法の方針変更が無い限り、今までの評価実施サイクルで行うこととします。
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